
相模原市公告 
 
相模原市契約規則（平成４年相模原市規則第９号）第５条の規定により、「公共下水道矢掛汚水幹線

整備工事（８－１工区）」（公契約条例対象工事）について、次のとおり条件付一般競争入札を執行す
る。なお、本入札は、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する「総合評価方式（特
別簡易型）」の入札である。 
  
 令和８年９月７日 
 相模原市長 本村 賢太郎   
 
 

 
 

１ 入札に付する事項 
入札番号・工事名・工事場所・工事概要・工期・低入札価格調査 
別紙「入札案件概要書」のとおり 

 
２ 入札方法等 
（１）かながわ電子入札共同システム内「電子入札システム」により入札等を行う。紙入札については、

電子入札運用基準（平成１８年４月１日施行）「８ 紙入札の取扱い」によるものとする。 

（２）入札金額の記載については、次のとおりとする。 
 ア 入札書に記載された金額の１００分の１０に相当する額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）を加算した金額をもって落札価格とする。 

 イ 入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、積算
した契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札金額とすること。 

（３）入札書には、別紙「入札案件概要書」に定める「入札時添付資料」を添付すること。 

（４）入札執行回数は、原則として１回とするが、開札の結果、予定価格の範囲内（低入札価格調査失
格基準価格以上）の入札がないときは、再度入札を１回行う。その場合は「かながわ電子入札共同
システム」により開札日から起算して７日（閉庁日を除く。）以内に再入札通知書を発行する。 

なお、１回目の入札に参加しなかった者、無効な入札をした者又は１回目の入札で失格となった
者は再度入札に参加することができない。 

 
３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 入札に参加することができる者は、次に掲げる条件をすべて満たしているものとする。 
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 
（２）相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱（平成８年４月１日施行）に基づく指名停止期

間中でないこと。 
（３）参加する者が個人である場合には、その者が、相模原市暴力団排除条例（平成２３年相模原市条

例第３１号。以下「市暴力団排除条例」という。）第２条第４号に規定する暴力団員等（以下「暴力

団員等」という。）と認められないこと又は法人等（法人又は団体をいう。）である場合には、同条
第５号に規定する暴力団経営支配法人等と認められないこと。 

（４）神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号。以下「県暴力団排除条例」という。）

第２３条第１項に違反したと認められないこと。 
（５）県暴力団排除条例第２３条第２項に違反したと認められないこと。 
（６）市暴力団排除条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められないこと又は参

加する者の支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）の代表者が、暴力団員
等と密接な関係を有すると認められないこと。 

（７）相模原市契約規則に基づく令和７年・８年度競争入札参加資格者として認定されていること。 

    
（８）現場代理人・技術者等に関する事項 

ア 専任で配置できる技術者がいること（請負金額が４，５００万円以上の場合（建築一式工事は

９，０００万円以上の場合））。 
イ ５，０００万円以上（建築一式工事の場合は８，０００万円以上）を下請契約して施工する場

合は監理技術者を配置すること。また、監理技術者講習修了証又は講習修了履歴を貼り付けた監

理技術者資格者証も所持していること。 
  ウ 現場代理人・技術者等が該当工事の公告日において、入札参加申請業者と３か月以上の雇用関

係があること。 

エ ウの雇用関係を以下の書類で証明できること。 
 資格確認書（所属事業所名及び加入年月日が表示されており、有効期限内のもの） 
 上記が交付されていない場合は、監理技術者資格者証、住民税特別徴収税額通知書、健康保険・

厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、所属企業の雇用証明書又はこれらに準ずる資料 
  



  
オ 現場代理人、技術者等の配置に係る詳細は、相模原市ホームページ「入札・契約情報」→「工
事・コンサルなどの入札情報」→「入札・契約制度（工事・コンサル）」→「現場代理人及び主

任（監理）技術者）等の適正な配置等について」を参照のこと。 
カ その他別紙「入札案件概要書」の参加条件（技術者に関する事項）に指定がある場合は、その
条件に該当すること。 

（９）別紙「入札案件概要書」に定める参加条件（認定済み営業種目・細目、総合点数、特定建設業許
可、本店所在地）に該当すること。 

（１０）事業協同組合が申請する場合、当該組合の組合員は申請できない。この場合、事業協同組合は

組合の組合員を示す名簿を提出すること。 
（１１）手持工事について 

ア 本市内に本店を有する者は、相模原市契約課（以下「契約課」という。）発注の手持工事が別紙

「入札案件概要書」に定める制限に該当する場合は、参加できない。 
イ アの手持工事の取扱いについては、以下のとおり扱うものとする。 

 （ア）過年度契約分については含まないものとする。ただし、継続事業（継続費、債務負担行為

及び繰越明許費（繰越明許費は公告又は指名の通知をしたときに繰越明許費としていた案件
に限る。））については、過年度契約分も含むものとする。 

 （イ）共同企業体による契約（電気工事を除く。）については、対象とする。 
 （ウ）落札したものは手持契約件数に含むものとする。 
 （エ）完成検査が完了した案件は手持契約件数に数えないものとする。なお、基準日は開札日前

日とする。 
 （オ）複数の入札に参加する場合、手持契約件数がアに該当した時点で残りの入札については、

入札参加資格を喪失し、入札に参加できないものとする。 
  （カ）入札時の条件で手持工事の対象外とした案件は対象としない。余裕期間設定工事の場

合、余裕期間内は手持工事としない。なお、現場代理人、技術者等の配置については余裕
期間内は配置を要しないことから、実工期の始期を手持工事の基準日とする。 

（１２）工事の実績 
 ア 別紙「入札案件概要書」に定める「工事の実績」の条件に該当する工事実績があること。 
 イ 確認書類 
 （ア）指定工事種別の必要な契約金額の案件について、以下の書類を提出すること。 
 （イ）コリンズ（CORINS：工事実情情報システム）の「登録内容確認書」の写しを持参またはＦ

ＡＸにより提出すること（契約書の写しでも可）。 
 （ウ）契約書の写しの場合は、変更契約分まで提出すること。また、ＪＶ施工の場合には、共同

企業体協定書の写しを添付すること。 
 （エ）契約書の相手方が個人の場合は、工事実績として契約書の写しを提出する旨の了解が取れ

ているものに限る。 
 （オ）契約書により工事内容が確認できない場合は、内訳書などの工事内容が確認できる書類を

別途提出すること。 
 （カ）既に提出済みの確認書類が、本公告の条件を満たしている場合は、提出不要とする。 
（１３）下請契約における建設業許可 

５，０００万円以上（建築一式工事の場合は８，０００万円以上）の下請契約をして施工す
る場合は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）の特定建設業の許可を受けていること。 

（１４）技術資料の提出 
 「１０（１） 技術資料に関する事項」に定める技術資料を提出できる者であること。 

 
 
４ 入札参加申請及び入開札に関する事項 
 別紙「入札案件概要書」のとおり 

注：入札参加資格の有無については、確認通知書により行う。 
注：入札書受付締切日時は、紙入札の場合も同様とする。 

  
  
５ 入札参加資格の喪失に関する事項 
（１）入札参加を認められた後、入札書提出期限までに公告で定めた入札参加の資格を満たさなくなっ

たときは、入札の参加資格を喪失し、失格とする。 
（２）入札参加資格を喪失した入札参加者は、速やかに電話等で契約課（042-769-8217（直通））まで連

絡し、入札参加資格喪失届（様式１）を必ず提出すること。 
  

 
 

６ 契約条項を示す場所 



 契約課 
 
 

 

７ 入札説明書（設計図面、設計書、仕様書等）に関する事項 
（１）入札説明書（設計図面、設計書、仕様書等）は、かながわ電子入札共同システムの「調達案件概

要」画面の備考欄に記載したパスワードにより、相模原市ホームページ「入札・契約情報」からダ
ウンロード可 

（２）ダウンロードにより配布する設計図書は積算用のため、それ以外の用途での使用・譲渡・再配布
は禁止する。 

（３）質問及び回答 
質問及び回答の期限は「入札案件概要書」のとおり 
※質問は、相模原市ホームページ「申請書ダウンロード」に掲示している「質問回答書（電子入
札用）」により作成し、電子入札システム内で添付ファイル形式により提出すること。 

 
 

 

８ 入札保証金に関する事項 
 相模原市契約規則第８条第３号により免除とする。 
 
 

 

９ 入札の無効に関する事項 
次のいずれかに該当する場合は無効とする。 

（１）入札参加を確認した者で、落札決定までに「３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項」 
  の（１）から（６）までのいずれかを満たさなくなった者がした入札 
（２）相模原市契約規則第１６条に該当する入札又は同規則に違反した入札 
（３）ＩＣカード登録後に変更が生じているにもかかわらず、変更手続をしないまま入札に参加した入

札書 
（４）他人名義のＩＣカードを不正に取得し、及び使用して行った入札書 
（５）ＩＣカードを不正に使用した入札書 
（６）必要とする「入札時添付資料」の添付がない入札書 
（７）不備がある「入札時添付資料」の工事費内訳書（以下「工事費内訳書」という。工事費内訳書の

工事価格と入札額の相違、案件名の相違など）が添付された入札書 
（８）開札後、審査を要する入札について、審査の結果、適正な入札と認め難い入札書 
（９）次に掲げる不備があった紙入札書 
 ア 入札者等の記名がないもの 
 イ 金額を訂正したもの又は金額の記載が不鮮明なもの 
 ウ 誤字・脱字等により意思表示が不明瞭なもの 
 エ 公告に示した案件名の記載がないもの 
 オ 所定の日時までに到達しないもの 
 カ 封筒に入札書を２通以上入れた場合 
 キ その他事前に示した項目の記載が漏れているもの 

ク 紙入札承認を受けていないもの 
（１０）技術資料の内容が不適切である場合や評価項目の中で「評価基準」が「無効」と評価されたも

のがある場合、当該工事の入札参加資格水準を満たしていないものと判断し、技術評価点を計算
せず、当該入札者の入札を無効とする。 

  
 

１０ 総合評価に関する事項 
（１）技術資料に関する事項 
 ア 評価のために、入札参加資格申請者は、自己評価点及び必要事項を記述の上、技術資料を提出す

ること。提出した技術資料の内容は変更を認めない。 
 イ 技術資料は、「入札案件概要書」に定める「技術資料提出期限」までに契約課の窓口まで「持

参」、「郵送」又はかながわ電子入札共同システム内「電子入札システム」の入札参加申請時に添
付資料として「添付」すること。 

  技術資料を「郵送」する場合、「簡易書留」又は「一般書留」郵便によること。封筒には「技
術資料在中」と記載すること。また、郵送した日に契約課に技術資料の末ページ「技術資料の受
領」をＦＡＸ（042-769-5325）で送付すること（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か
ら正午まで及び午後１時から午後５時まで）。 
なお、送付先は、次のとおりとする。 
 
〒２５２－５２７７ 
相模原市中央区中央２－１１－１５ 
相模原市 契約課  
 
技術資料を契約課の窓口まで「持参」又は「郵送」する場合、申請受付後、技術資料を期限ま



でに提出しなかった者は無効（入札参加の資格なし）とする。 
 ウ 技術資料に係る添付書類については、一度提出した書類に変更、追加がある場合を除き、再度の

提出は不要とする。 
  なお、令和８年度の証明を必要とする技術資料に係る添付書類については、令和８年４月１日以

降に一度提出した書類の再度の提出は不要とする。 
エ 技術資料として提出する内容は、「入札案件概要書」に定める。 

（２）落札候補者、落札者の決定方法及び提出書類 
入札価格と価格以外のその他の要素である「評価項目」を総合的に評価し、指標である「評価値」

が最も高い者を選定する。具体的には以下のとおりとする。 
 ア 「評価項目」に関する技術資料について、「入札案件概要書」に定める「評価基準」に基づき

配点し、その点数（加算点）と標準点（１００点）の合計点（技術評価点）を入札価格で除し、
百万を乗じて得た数値を「評価値」とする。 
評価値の算出方法（除算方式）は次のとおり。（評価値は、小数点以下第５位を切り捨てる。） 

 
評価値  ＝    技術評価点    ／ 入札価格 × １，０００，０００ 

＝ （標準点 ＋ 加算点） ／ 入札価格 × １，０００，０００ 
 イ 入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、「評価値」が最も高い者を落札候補者

とする。ただし、落札候補者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公平な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲で発注者の定める最低限の要求要件を全て満たして入札した他の
者のうち、「評価値」の最も高い者を落札候補者とすることがある（低入札価格調査制度）。 
「評価値」が最も高い者の入札価格が市が定めた調査基準価格を下回った場合、要綱等に基づ

き低入札価格調査を行い、落札候補者を決定する。（令和４年４月１日付け「総合評価方式にお
ける低入札価格調査について」参照） 

 ウ 落札候補者の決定に当たっては、開札後に「評価値」の最も高い者の技術評価点（「技術提案」
及び「簡易な施工計画」を除く。）について、技術資料の根拠となる資料等にて確認を行う。確
認の結果、「評価値」の最も高い者の技術評価点に誤りがあった場合、その者の正しい「評価値」
（自己評価点を最大点とする。）を算出し、再度、「評価値」の最も高い者の技術評価点（「技術
提案」及び「簡易な施工計画」を除く。）について、同様の確認を行ない、落札候補者の決定を
行う。 

  なお、落札者より評価値が低い入札参加者の技術評価点（「技術提案」及び「簡易な施工計画」
を除く。）の審査は行わないため、落札者決定後に公表する落札者を除く入札参加者の技術評価
点（「技術提案」及び「簡易な施工計画」を除く。）及び評価値は確定値ではない。 

 エ 開札後、落札候補者を決定した場合、「入札案件概要書」に定める期限までに落札候補者に、
電話で連絡する。 

 オ 工事費内訳書の点検を行う。なお、この時点での工事費内訳書の差替えは認めない。 
 カ 入札書に添付された工事費内訳書を審査した結果、適正な積算と認められた後に落札者とす

る。適正な積算と認め難い場合は、入札を無効とし、次順位の入札書について同様の審査を行
う。 

 キ 相模原市公共工事低入札価格調査取扱要領の運用基準（平成９年７月１日施行）第４に定める
低入札価格調査となった場合は、調査対象者に調査方法等について、「入札案件概要書」に定め
る期限までに電話で連絡する。 

 ク 落札者の決定は、低入札価格調査を行う場合を除き、原則として開札日の翌々日（休日の場合
は翌営業日）に行う。同日に落札者の決定を行う契約課発注の工事が複数ある場合は、予定価格
の高い順に落札者の決定を行う。 

 ケ 落札候補者が複数いる場合は、工事費内訳書の内容等の確認後、くじ引きを行う。 
 
１１ 疑義等申立 
      開札日の翌日から市積算の工事費内訳書を当該案件の入札参加者に限り公表する（単価契約

を除く。）。公表された工事費内訳書を確認し、積算内容等に疑義がある場合は、この入札に入札
書を提出した者に限り疑義の申立を認める。受付期間は工事費内訳書を公表した日（通常は開札
日の翌日）の午前９時から午後５時までとする。（相模原市ホームページ「入札・契約制度（工
事・コンサル）」に掲示している「工事費内訳書の公開及び疑義への対応について」参照） 

 
１２ 入札の中止等 
（１）入札を公正に執行することができないと判断したときは、入札を中止、延期又は取消しをする。 
（２）開札した後であっても、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第５項の規定により

契約が確定する前に、発注者による、入札執行手続の誤り又は入札公告や設計図書の誤りが原因で、
入札の公正性が損なわれていることが判明した場合には、入札を取消しとすることがある。 

（３）入札参加者がない入札については、中止とする。 
（４）入札を中止、延期又は取消しをした場合は、その旨を入札参加者全員に通知する。 
（５）入札が中止、延期又は取消しとなった場合、入札のために要した費用を相模原市に請求すること

はできない。 



 
１３ 契約保証金 
 原則として、契約金額の１００分の１０以上を契約時までに納付すること。 
 
 

 

１４ 支払の条件 
（１）前払金    単年度の契約の場合は契約金額の４割以内とし、継続費等の２年度以上にわたる

契約の場合は各会計年度の出来高予定額の４割以内で支払う。ただし、単価契約に
ついては、前払金なしとする。 

（２）中間前払金  単年度の契約の場合は契約金額の２割以内とし、継続費等の２年度以上にわたる
契約の場合は各会計年度の出来高予定額の２割以内で支払う。ただし、前払金を受
領し、契約金額が１，０００万円以上の契約は契約時に部分払いに代えて中間前払
金を選択している場合に限る。 

（３）部分払    契約時に部分払を選択した場合に限り、契約金額が１，０００万円以上１億円未
満の場合は１回以内、１億円以上２億円未満の場合は２回以内、２億円以上の場合
は３回以内とする（会計年度毎）。ただし、継続費等の２年度以上にわたる契約の
場合で契約時に中間前払金を選択した場合においては、各会計年度末に部分払を請
求できる。単価契約については、部分払なしとする。 

（４）完成払 （単価契約は、指示部分完成払） 
  

 
１５ 異議の申立て 

公告、入札説明書等についての不知又は不明を理由として、入札後に異議を申し立てること
はできない。 

 
 

１６ 相模原市公契約条例に関する事項 
 本案件は、相模原市公契約条例（平成２３年相模原市条例第２９号）第６条第１号に規定する

対象工事請負契約の対象となり、本案件の落札者と締結する契約においては、同条例第８条各号
に掲げる事項を定める。 

 
１７ 労務費ダンピング調査の実施 
 単価契約以外の案件については、労務費ダンピング調査を行う。工事費内訳書に記載した直接

工事費が一定水準を下回った場合、開札後速やかにその理由の確認を行う。理由を回答しない場
合には、入札に関する条件に違反した入札として無効とする場合がある。 
 

１８ その他 
（１）契約の締結に当たっては、契約書の作成を要する。なお、契約書の作成費用は落札者の負担とする。 
（２）落札決定後、契約締結までの間に、「３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項」の（１）か

ら（６）までのいずれかを満たしていないと認められる場合には、契約を締結しない。 
（３）本工事の一部を第三者に請け負わせるときは、できる限り市内業者（相模原市内に本店がある業者）

を選定すること。 
（４）本工事の施工に必要な工事材料、建設機械等を購入又は借入するときは、できる限り市内業者（相

模原市内に本店がある業者）を選定すること。 
（５）低入札価格調査（相模原市公共工事低入札価格調査取扱要領の運用基準に定める「第４ 調査の実

施」を行った工事に限る。）により落札決定した場合、原則、中間検査を実施するものとする。  
（６）談合に関する情報が寄せられた場合は、相模原市談合情報対応マニュアル（令和５年４月１日施行）

によるものとする。 
（７）この公告に規定のない事項については、以下によるものとする。 
 ア 「相模原市契約規則」 
 イ 「電子入札運用基準」 
 ウ 「相模原市総合評価方式ガイドライン（平成３１年４月）」 
 エ 「総合評価方式における低入札価格調査について」 
 ※ 相模原市ホームページに掲示済み。 
（８）社会保険等未加入の二次以下も含めた全ての下請建設業者との下請契約は、原則認めないものとす

る。 

（９）落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定により、工期は請負代金の額に影響を及ぼす事象が

発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負契約を締結するまでに、発注者に対して、

その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知すること。 
 

 
 


